
 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付一般競争入札に付します。 

 

平成２２年１２月２０日 

（契約責任者）西日本高速道路株式会社 九州支社 

支社長  本間 清輔 

 

１．工事概要 

（１）工事名     沖縄自動車道 伊芸高架橋（下り線）床版補修工事（電子入札対象） 

（２）工事場所    自）沖縄県国頭郡金武町字伊芸 

至）沖縄県国頭郡金武町字伊芸 

（３）工事内容     本工事は、沖縄自動車道 伊芸高架橋（下り線）の既設床版を撤去

し、新たな床版を架設する床版取替工事である。 

（４）工事概算数量  床版取替  約４,１００ｍ２ 

（内プレキャストＰＣ床版 約３,９００ｍ２） 

舗装工   約３，８００ｍ２ 

（５）工期      契約締結日の翌日から４８０日間 

（６）使用する資機材 コンクリート   約４００ｍ３ 

鉄筋       約 ５０ｔ 

アスファルト合材 約６００ｔ 

（７）本工事は、「企業の基礎的な技術力」及び「企業の信頼性・社会性」として企業及び配置

予定技術者の能力、環境への取組みその他の技術的要素、並びに「企業の高度な技術力」

として入札説明書に参考として示した図面及び仕様書（以下「設計図書」という。）又はそ

のうちあらかじめ指定する部分（以下「標準案」という。）に係る社会的要請の高い課題に

ついての施工上の工夫、具体的な施工計画その他の提案（以下「技術提案」という。）につ

いて記述した確認資料の提出を求め、入札価格とその他の技術的要素を総合的に評価した

結果、西日本高速道路株式会社にとって最も有利な入札者を落札者とする総合評価落札方

式の工事である。 

（８）本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ

る。なお、入札時に施工方法等の提案を行い、その提案が採用された場合には、採用され

た提案に対する再度の提案は受け付けない。ただし、技術提案中の「契約後ＶＥ提案につ

ながる基本的な考え方」については、契約後ＶＥの対象とする。 

（９）本工事は資料の提出及び入札等を、原則として電子入札システムで行う電子入札対象工

事である。ただし、下記の①～④のいずれかの事由に該当するため、電子入札によりがた

い者は、契約責任者の承諾を得て紙入札方式によることができる。なお、承諾に係る手続

は５．(14)を参照すること。 

① 電子入札システムで使用するＩＣカードを保有しているものの、システム障害のた

め、競争参加資格確認申請書を期日までに提出できない場合 

② 電子入札システムの導入のため、ＩＣカード発行の申請手続中である場合 



 

③ ＩＣカードが失効、閉塞又は破損等で使用できなくなったため、ＩＣカード発行の

申請手続中である場合 

④ 会社名、住所又は代表者等の変更によりＩＣカードが使用できなくなったため、Ｉ

Ｃカード発行の申請手続中である場合 

（10）本工事は、すべての入札参加者から単価表の提出を求める工事である。 

（11）紙入札方式の場合（10）の単価表は原則として電磁的記録媒体（ＦＤ又はＣＤ－Ｒ）で

提出するものとする。ただし、電磁的記録媒体での提出ができない場合は、紙の単価表を

提出するものとする。 

（12）本工事は、総価単価契約の対象工事である。本工事では、受発注者間の双務性の向上と

ともに、変更契約等における協議の円滑化を図るため、落札決定から契約締結までの間に

発注者及び落札者が協議を行って、総価契約の内訳として項目ごとの金額（以下「単価」

という。）を合意することとする。 

総価単価契約の実施にあたっては、単価を個別に合意する方式（以下「単価個別合意方

式」という。）によることとするが、落札者が希望した場合及び協議開始から１４日以内に

単価個別合意方式による単価合意が成立しなかった場合は、単価を包括的に合意する方式

（以下「単価包括合意方式」という。）により行うものとする。 

詳細は入札説明書による。 

       

２．競争参加資格 

当該工事に係る競争に参加する者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条件をすべて満

足し、かつ、契約責任者による当該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格があると認め

られた者とする。 

（１）西日本高速道路株式会社契約規程実施細則（平成１７年細則第７号）第６条の規定に該

当しない者であること。 

（２）開札時に、平成２１・２２年度西日本高速道路株式会社工事一般競争（指名競争）参加

資格のうち、「ＰＣ橋上部工工事」の資格を有し、かつ、「等級Ａ」に格付けされている者

（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続き開始の決定後、西日本高速道路株式会社が別に定める手続

きに基づく工事一般競争（指名競争）参加資格の再認定を受けていること。）。 

（３）入札公告の前年度から起算した過去２年間（平成２０年度及び平成２１年度）における

当該工種の工事成績の平均点が２年連続で６５点未満でないこと。 

（４）施工実績 

平成７年度以降に元請けとして完成・引渡しが完了した次の同種工事の施工実績を有す

ること。ただし、施工実績は西日本高速道路株式会社が発注し、完成・引渡しが完了した

工事（旧日本道路公団が発注し、平成１３年度以降に完成・引渡しが完了した工事を含む。）

である場合にあっては、評定点合計が６５点未満のもの並びに国、地方公共団体及び公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第２条第

１項の政令で定める法人（以下、「他の機関」という。）が発注した工事である場合にあっ

ては、工事成績評定が一定の点数未満であるために当該他の機関の競争入札において施工



 

実績として認めていないものを除く。（特定建設工事共同企業体及び経常建設共同企業体の

構成員としての施工実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。） 

同種工事 

道路橋におけるプレキャストＰＣ床版による新設あるいは取替を１，５００ｍ２以上

実施した工事。 

（５）配置予定の技術者等 

イ）次に掲げる基準を満たす現場代理人、主任技術者又は監理技術者を当該工事に配置で

きること。なお、現場代理人を常駐する期間及び主任技術者又は監理技術者を専任で配置

する期間は、工事現場が稼動（準備工事を含む。）している期間とする。 

   ① 専任の主任技術者又は監理技術者が、当該工事に対応する建設業法の許可業種に係る 

 技術資格者又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

② 現場代理人、主任技術者又は監理技術者が、平成７年度以降に下記の同種工事の経験

を有する者であること。ただし、施工実績の取扱いは（４）に同じ。 

   同種工事 

道路橋におけるプレキャストＰＣ床版による新設あるいは取替を５００ｍ２以上

実施した工事。 

   ③ 専任の主任技術者又は監理技術者を配置する場合にあっては、入札参加希望者と直接 

的かつ恒常的な雇用関係にあること。なお、恒常的雇用関係とは、確認資料提出日以

前に３ヶ月以上の雇用関係にあることをいう。 

   ④ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習 修了証を有する者

であること。 

ロ）詳細設計において、次に掲げる基準を満たす設計管理技術者及び照査技術者を当該業

務に配置できること。 

① 技術士〔総合技術監理部門（建設‐鋼構造及びコンクリート）〕 

② 技術士〔建設部門（鋼構造及びコンクリート）〕で平成１２年度以前の試験合格者 

③ 技術士〔建設部門（鋼構造及びコンクリート）〕で平成１３年度以降の試験合格者の場

合は、７年以上の技術的業務の実務経験を有し、かつ業務に該当する部門に４年以上従

事した者。上記①から③のうち、いずれかに該当する者又は、ＲＣＣＭ（鋼構造及びコ

ンクリート部門）。 

なお、外国資格を有する技術者（我が国及びＷＴＯ政府調達協定協約国その他建設市

場が開放的であると認められる国等の業者に所属する技術者に限る。）については、あら

かじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土交通大臣認定（総合政策局建設市場整備課）

を受けている必要がある。確認資料提出期限までに当該認定を受けていない場合にも確

認資料を提出できるが、この場合、確認資料提出時に当該認定の申請書の写しを提出す

るものとし、当該業者が競争参加資格の確認を受けるためには競争参加資格確認結果通

知の日までに大臣認定を受け、認定書の写しを提出しなければならない。 

（６）競争参加資格確認申請書及び確認資料（以下「申請書等」という。）の提出期限の日から

開札の日までの期間に、「西日本高速道路株式会社指名停止等事務処理要領（平成１７年要

領第９６号）」に基づき、「地域５」において、指名停止を受けていないこと。 

 



 

（７）上記１．に示した工事に係る設計業務等の請負人又は当該請負人と資本若しくは人事面

において関連がある建設業者でないこと。 

（８）警察当局から、暴力団員等が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、

公共工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

３．総合評価に関する事項 

（１）落札者の決定方法 

入札参加者は、「入札価格」並びに「企業の基礎的な技術力」、「企業の高度な技術力」

及び「企業の信頼性・社会性」に係る技術的要素でもって契約の申込みを行い、次の１）

及び２）に該当する者のうち、（２）総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価

値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適

合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認め

られるときは、契約制限価格の範囲で発注者が定める最低限の要求要件を満たして入札

した他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

１）入札価格が契約制限価格の範囲内であること。 

２）評価値が、標準点を契約制限価格で除した数値（基準評価値）に対して下回らない

こと。 

（２）総合評価の方法 

１）「標準点」を１００点とし、「加算点」の最高点を３０点とする。 

２）「標準点」は、入札説明書等に記載された最低限の要求要件を実現できると認められ

る場合に１００点を与える。 

３）「加算点」は、あらかじめ定めた技術評価基準に基づいて、技術提案を次の評価項目

ごとに評価して得られた数値を合算することにより算出する。 

イ）企業の基礎的な技術力 

① 企業の施工能力 

・工事成績 

・優良工事表彰 

・契約後ＶＥ提案実績 

② 配置予定技術者の能力 

・主任(監理)技術者の保有資格 

・主任(監理)技術者の施工実績及び工事成績 

③ 施工体制 

・現場における技術者の配置状況及び品質管理又は安全管理の専任技術者の配置 

ロ）企業の高度な技術力 

① 性能・強度等 

・現場打ち部のコンクリートの配合設計、製造、施工、支保工、検査等の品質確保に

関する特筆すべき技術提案 

・プレキャストＰＣ床版の製作及び製作時の品質管理に関する特筆すべき技術提案 



 

② 社会的要請 

・昼夜連続交通規制日数の低減に関して、効率的かつ効果的な作業工程についての特

筆すべき技術提案 

・昼夜連続交通規制時の工事用車両出入り及び一般車両への安全対策についての特筆

すべき提案 

③ 工事中のコスト削減 

・契約後ＶＥ提案につながる基本的な考え方 

ハ）企業の信頼性・社会性 

① 社会貢献度 

・工事現場及び現場事務所等における環境への取組み 

４）入札価格と価格以外の技術的要素の総合評価は、入札参加者に付与された標準点及び

加算点の合計値（技術評価点）を、当該入札者からの申込みに係る入札価格で除して得

た評価値をもって行う。 

（３）上記（２）３）に係る評価項目の詳細、評価基準及び加算点の内訳は入札説明書による。 

（４）企業の高度な技術力に係る評価項目について標準案と異なる提案を行う場合は、当該技

術提案の内容及び施工計画を記載した確認資料を提出すること。ただし、当該技術提案が

適正と認められない場合に標準案に基づいて施工する意思があるときは、併せて標準案に

よる施工計画を提出すること。また、標準案に対して企業の高度な技術力に係る提案を行

わない場合は、標準案による施工計画を提出すること。 

（５）上記（４）により提出された企業の高度な技術力に係る技術提案の採否については、競

争参加資格の確認結果と併せて通知する。技術提案による競争参加資格が認められた者は

当該提案に基づく入札を行い、標準案による施工計画が認められた者は標準案に基づく入

札を行うことを条件とし、これに違反した入札は無効とする。 

（６）公告日から申請書等の提出期限の前日までの間に設計業務成果の閲覧を認める。 

（７）申請書等の提出後に技術提案資料及び配置予定技術者のヒアリングを実施する。 

（８）上記（２）３）イ）及びロ）で求めた技術力については、履行状況を踏まえて、受注者

の責めに帰すべき事由により入札時の評価内容が実施されていないと判断された場合は、

工事成績評定点を減ずるとともに、工事請負代金の減額、損害賠償の請求等を行う場合が

ある。 

 

４．入札手続等 

（１）担当部署 

〒８１０－０００１ 福岡県福岡市中央区天神１－４－２ エルガーラ８階 

西日本高速道路株式会社 九州支社 総務企画部 経理ｸﾞﾙｰﾌﾟｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ 武田 真 

電話０９２－７１７－１７４５ 

（２）入札説明書、図面、仕様書等の交付期間、場所及び方法 

  ①交付期間：平成２２年１２月２０日（月）から平成２３年３月１０日（木）までの土

曜日、日曜日、祝日及び年末年始（平成２２年１２月２９日から平成２３

年１月３日）（以下「休日」という。）を除く毎日午前１０時から午後４時

まで。 



 

  ②交付場所：上記４．（１）に同じ。 

  ③交付方法：直接交付する。 

（３）申請書等の提出期間、場所及び方法 

①提出期間：平成２２年１２月２１日（火）から平成２３年１月２５日（火）までの休

日を除く毎日午前１０時から午後４時まで。 

  ②提出場所：上記４．（１）に同じ。 

  ③提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、契約責任者の承諾を得た 

場合は、紙により持参又は郵送（簡易書留に限る。）すること。 

（４）入札書の提出期限、場所及び入札書の提出方法 

①提出期限：平成２３年３月１１日（金） 午前１１時００分 

 ②提出場所：上記４．（１）に同じ。 

③提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、契約責任者の承諾を得た 

場合は、紙により持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。 

（５）開札の日時及び場所 

   ①開札日時：平成２３年３月１４日（月） 午前１０時３０分 

  ②開札場所：上記４．（１）の９階建設事業部会議室 

 

５．その他 

（１）契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 

イ) 入札保証金 免除 

ロ) 契約保証金 納付 

ただし、金融機関等の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公

共工事履行保証証券による保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約

保証金の納付を免除する。 

（３）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、本工事においては最低制限価格を設定しており、これを下回る価格で入札が行われ

た場合には、当該入札者を落札者としない。 

（４）低入札価格調査 

上記３．（１）ただし書きの目的を達するため、本工事においては適正契約基準価格を設

定し、評価値が最高である者の入札価格がこれを下回る場合は、入札手続を保留し、当該

入札者を対象として低入札価格調査を行う。 

（５）契約締結後の技術提案 

契約締結後、請負人は、設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を低下させること

なく請負代金額の低減を可能とする施工方法等に係る設計図書の変更について、発注者に

提案することができる。提案が適正であると認められた場合には、設計図書を変更し、必

要があると認められる場合には請負代金額の変更を行うものとする。詳細は特記仕様書等



 

による。 

（６）入札時に単価表の提出のない者の行った入札は無効とする。提出された単価表を審査し

た結果、真摯な見積りを行っていないと認められたときは、その者の行った入札を無効と

する場合がある。 

（７）入札者の故意又は重大な過失により入札書が無効となった場合は、当該入札者に対し、

指名停止の措置を講じることがある。 

（８）配置予定監理技術者の確認 

落札者決定後、CORINS 等により配置予定の監理技術者の専任制違反の事実が確認された

場合は、契約を結ばないことがある。なお、病気、死亡、退職等の極めて特別な場合でや

むを得ないものとして承認された場合の外は、確認資料の記載内容の変更は認められない。 

（９）手続における交渉の有無  無 

（10）契約書作成の要否  要 

（11）当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契

約により締結する予定の有無  無 

（12）関連情報を入手するための照会窓口は、上記４．（１）に同じ。 

（13）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２．（２）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記４．（３）によ

り申請書等を提出することができるが、競争に参加するためには、開札時において当該資

格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

（14）紙入札方式による参加を希望する場合の手続 

 紙入札方式による参加を希望する者は、上記４．（３）①の期限までに、申請書等ととも

に紙入札方式参加承諾願（電子入札留意事項様式１）並びに下記のイ）又はロ）の書面を、

上記４．（１）に示す場所に持参又は郵送（簡易書留に限る。）により提出し、契約責任者

の承諾を得なければならない。 

イ）上記１．（９）①に該当する場合 

ＩＣカードを取得した際の書面の写し等、現在有効なＩＣカードを所有している

ことを証明する書面  

ロ）上記１．（９）②～④のいずれかに該当する場合 

ＩＣカード発行の申請書の写し等、ＩＣカード発行の申請手続中であることを証

明する書面 

（15）本件は、電子契約の対象とする。（詳細は入札説明書を参照。） 

（16）詳細は入札説明書による。 

 

以 上 


